
 

（第２号様式）  
令和７年４月 11 日  

神奈川県教育委員会教育長 殿 
県立津久井支援学校長  

令和６年度 学校評価報告書（目標設定・実施結果） 
 

 視点 
４年間の目標 

（令和６年度策定） 
１年間の目標 

取組の内容 校内評価 学校関係者評価 

（3月 4日実施） 

総合評価（３月４日実施） 

具体的な方策 評価の観点 達成状況 課題・改善方策等 成果と課題 改善方策等 

１ 
教育課程 
学習指導 

・自立と社会参加
をめざし、一人ひ
とりに応じた指導
の充実と集団の学
びの確保を両立し
た系統性・連続性
のある教育課程を
編成する。 
 
 
・ＩＣＴ機器等の
有効活用を推進
し、専門性の高い
教育活動を実践す
る。 

①学習指導要領の
教科のねらいや系
統性を意識した授
業づくりに取り組
む。 
 
 
 
 
 
②ＩＣＴ機器の活
用・授業づくりに
積極的に取り組
む。 

①学習指導要領の教
科のねらいや系統性
を意識した年間指導
計画をたて授業改善
に取り組む。 
 
 
 
 
 
②校内研究を通し
て、ＩＣＴ機器やネ
ットワークを活用し
個に応じた教育の充
実を図る。 

①教科会等を生か
し、学部や学年の接
続を意識した系統
的・連続的な授業実
践に取り組めたか。 
 
 
 
 
 
②ＩＣＴ機器やソフ
トの活用方法を理解
し、授業実践に生か
すことができたか。 

①教科会では、生活、自立活
動（肢体不自由教育部門）、
作業学習について、年間指導
計画や単元計画をもとに学部
を越えた指導の継続性につい
て検討する機会を設けた。後
期は校内研究とも連携し、Ｉ
ＣＴ機器を活用した授業改善
について学部を越えて話し合
うことができた。 
②ＩＣＴ機器の活用について
校内研究を通して、教職員の
スキルアップ研修に取り組ん
だり、授業実践記録シート等
で実践を共有したりして、授
業改善に努めた。また、児
童・生徒のＩＣＴ基本操作チ
ェック表を作成し年３回の変
容を見取ることで、実態に合
わせた授業構成や支援につな
げることができた。 

肢体不自由教育部門の
授業の取組事例や学
部・部門の連携の充実
を図る必要がある。 
 
 
 
 
 
 
教員のＩＣＴ活用スキ
ルに差があり、研修等
による継続的なスキル
アップと、家庭への啓
発活動に力を入れる必
要がある。 

【11 月６日企画会議】校
内研究に授業内容や部門
間の連携について充実が
図れるよう組み込んでい
く方向で検討。 
 
 
 
 
【学校運営協議会保護者
アンケート：満足、やや
満足】ＩＣＴを活用した
わかりやすい授業につい
て 74.3 ％ 。 昨 年 よ り
3.6％アップ。 

特にＩＣＴ機器の活
用について積極的に
取り組んでいる。教
員のＩＣＴスキル向
上を図るための研修
や、児童・生徒のＩ
ＣＴスキルの確認を
定期的に行うなど、
授業実践に生かして
いる。今後はその成
果を分析し改善を進
める必要がある。 
保護者に対してもＩ
ＣＴ活用への理解と
スキルアップが進む
とよい。 
 

引き続き校内研究で
「ＩＣＴ機器を活用
した個別最適な学び
と協働的な学びを目
指した授業作り」に
取り組む。特に「地
域」をテーマに協働
的な学びを重点的に
取り組む。 
 
教職員の専門性維持
向上に向け研修の機
会を継続的に設け
る。 

２ 
(幼児・児童・) 
生徒指導・支援 

・学校全体で個別
教育計画の作成に
関わるしくみを構
築する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・組織的な支援体
制により、児童・
生徒一人ひとりの
多様なニーズに応
じた児童・生徒指
導・支援を行う。 

①専門職による見
立てや教員同士の
対話を生かし個別
教育計画を策定す
る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
②家庭や地域の関
係機関との連携に
よる支援シートの
作成に取り組む。 

①-1 専門職等と連携
し児童生徒のアセス
メントを目標設定や
手立ての検討に生か
す。 
 
 
①-2 個別教育計画で
立てた目標が授業に
反映されるよう、指
導計画をたてる。 
 
 
②児童・生徒の切れ
目ない支援のため
に、地域の相談機関
や放課後等デイサー
ビスなどと連携を図
る。 

①個別教育計画作成
時に専門職等全ての
職員が関わり、多角
的に検討し、手立て
の充実を図ることが
できたか。 
 
①児童・生徒一人ひ
とりの授業をイメー
ジした指導計画が作
成できたか。 
 
 
②児童・生徒や家庭
の状況について適宜
情報を共有し、即応
的な支援につなげる
ことができたか。 

①-1 担任のニーズに応じ
て、専門職や栄養教諭、養護
教諭等が個別教育計画の相談
に応じたり、話し合いに参加
したりしながら児童･生徒の
支援の手立てにつなげた。 
 
①-2 授業の指導計画立案に
おいては、それぞれの児童･
生徒に応じた手立てについて
担当者がアイデアを持ち寄り
ながら話し合った。 
 
②支援が必要なケースについ
ては、放課後等デイサービス
や児童相談所等の関係機関と
迅速な情報共有を図り、それ
ぞれの役割分担を明確にしつ
つ具体的な支援につなげるこ
とができた。 

どの教員が主導してい
くか役割分担等の整理
も必要である。 
 
個別教育計画検討日等
の持ち方や研修を充実
させ、具体的に記述で
きるようにする。 
保育園や幼稚園との連
携に着手し高等部卒業
後までの縦の関係をよ
り充実させる必要があ
る。 

【保護者アンケート：満
足、やや満足】組織的な
支援について 94.3％。昨
年より 4.1％アップ。 
 
【教育企画グループ中間
評価】 
マニュアルの改善とミニ
研修の実施等による積み
重ねが必要。 
 
【第３回議事録】 
校内支援について、幼・
小や市の福祉部局と連携
し、横だけでなく縦の関
係を充実させる必要があ
る。 

専門職を加えた関係
者で半年に一回の評
価と個別教育計画の
策定が多角的に行わ
れているが、役割分
担等の整理が課題で
ある。主となる教員
や策定に係る手順な
ど、効率的、効果的
な策定に努めてほし
い。 
生徒本人の策定への
参加についても検
討・実施が望まれ
る。 
家庭状況等で特別な
支援が必要となる児
童・生徒について
は、関係機関と連携
し迅速に対応を進め
てほしい。 

個別教育計画が、児
童・生徒の主体的な
学びを支えるツール
となるよう、児童・
生徒の思いや願いを
反映させ、目標を意
識して取り組む仕組
みを検討する。 
より効果的な個別教
育計画策定に向け、
専門職の参加等の流
れを明確にしたり、
書き方や観点等を共
通理解するための研
修を実施したりす
る。 
家族支援等が必要な
場合に関係機関と連
携し迅速に対応でき
るよう、校内の情報
共有の仕組みを整え
る。 



 

 視点 
４年間の目標 

（令和６年度策定） 
１年間の目標 

取組の内容 校内評価 学校関係者評価 

（3月 4日実施） 

総合評価（３月４日実施） 

具体的な方策 評価の観点 達成状況 課題・改善方策等 成果と課題 改善方策等 

３ 進路指導・支援 

・児童・生徒一人
ひとりの将来の生
活の充実を目指し
た進路指導・支援
を行い、将来の自
立と社会参加を実
現するために必要
な力を育成する。 
 

①児童・生徒の意
思決定力を高める
指導を実践する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
②将来を見据え、
地域の関係機関や
事業所と連携を深
め、地域に根差し
た進路指導を推進
する。 
 

①-1 日常の指導の中
で、児童・生徒が自
分の意見を考えたり
発信したりできるよ
うに支援する。 
①-2 将来を見据えた
系統性のある学習に
取り組む。 
 
 
 
 
②-1 地域資源を活用
した作業学習等の充
実に取り組む。 
 
②-2 進路選択に向け
た情報発信の充実に
取り組む。 

①-1 教育活動全体を
通して児童・生徒に
考えさせたり選択さ
せたりする等の機会
を設定することがで
きたか。 
①-2 進級後の学習の
充実や卒業後の仕事
と生活を視野に入れ
た学習に取り組めた
か。 
 
②-1 地域資源を生か
した作業学習や実習
に取り組むことがで
きたか。 
②-2 進路を知ったり
考えたりする上で必
要な情報を積極的に
発信できたか。 

①-1 児童・生徒が、教員か
らの情報を理解し、意思表示
ができるような手立てを考え
る等、情報提供の方法を工夫
することができた。 
 
①-2 余暇の充実を図るため
の学習やグループホーム見学
会等を実施した。また「働く
体験をしよう！」では、福祉
施設等と連携した学習を計画
した。 
②-1 近隣の企業や福祉施設
等と連携して実習材を確保
し、地域に流通する製品の作
成に関われた。 
②-2 進路だよりで、企業見
学会や施設の案内を載せると
共に、進路面談において生徒
のニーズに合った情報を適切
に伝えることができた。 

教員としての専門的な
見立てと目標達成に向
けた具体的な手立ての
検討が必要である。 
 
児童・生徒の実態や学
部・学年の事情に最適
な学習を行う必要があ
る。 
 
青年会議所主催のイベ
ントへの参加や加盟す
る企業と連携し、深化
を図る。 
 
小中学部の保護者をは
じめ、地域の学校への
アプローチを図る等、
対象を広げる。 

【保護者アンケート：満
足、やや満足】自分で考
え発信する力が高まった
か。について 80.0％昨年
と同様。 
【高等部生徒の感想】 
将来、車の免許を取得
し、一人暮らしがしたい
のでとても参考になっ
た。 
【第２回議事録：委員よ
り】青年会議所のイベン
トで、生徒に参加いただ
くことも可能。 
【進路だより 12 月号】小
中学部対象の進路説明会
を計画しており、現時点
で必要と考えられる情報
に絞って解説する。 

地域の関係機関と連
携・協力しながら進
路に関する学習や情
報提供を行ってい
た。 
児童・生徒一人ひと
りが望む生活の実現
に向け、情報提供や
体験の場を設けるな
ど、福祉事業者や企
業、地域と連携した
進路指導を更に進め
てほしい。 
また、小・中学部段
階での進路学習の在
り方について整理・
分析・実施してほし
い。 

小学部段階～高等部
段階の進路学習につ
いて、ライフキャリ
アの視点で系統性を
持たせる。 
児童・生徒が将来の
生活をイメージでき
るよう体験的な学習
を多く取り入れる。 
児童・生徒が意思表
出や意思決定ができ
るよう、対話をもと
にした指導・支援に
取り組む。 

４ 地域等との協働 

・共生社会の実現
に向け地域の学校
等や地域住民との
協働による教育活
動を展開し、地域
貢献を推進する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・センター的機能
を発揮し、小中学
校及び高等学校へ
の組織的なコンサ
ルテーションを充
実させる。 

①切れ目ない支援
部会や防災部会と
連携し、教育活動
や防災活動等を通
して地域との協働
を推進する。 
 
②交流及び共同学
習に積極的に取り
組み、地域の小中
学校のインクルー
シブな学校づくり
に貢献する。 
 
 
 
 
 
③学校全体でセン
ター的機能の推進
に取り組む。 

①地域との協働的な
活動を通し、学校教
育の充実を図るとと
もに地域に貢献す
る。 
 
 
②交流及び共同学習
を通して、地域の小
中学校との連携を深
める。 
 
 
 
 
 
 
 
③教員一人ひとりが
センター的機能を担
っていることを意識
し、学校間交流など
の機会をとらえ障が
い理解の促進に努め
る。 

①地域資源や、地域
との話し合い等によ
るアイデアを生かし
た学習活動と地域貢
献を両立できたか。 
 
 
②交流及び共同学習
を通して、学校間の
連携を深め、相互に
意義を見出すことが
できたか。 
 
 
 
 
 
 
③地域と学校が関わ
るあらゆる場面にお
いて、相互理解を深
めることができた
か。 

①相模湖公園の花植体験等の
実施により、地域を巻き込ん
だ活動を通じて障害理解の促
進や地域環境、地域教育の活
性化に貢献した。 
 
 
②相模湖地区交流会では、地
域の小中学校が一同に会し、
それぞれ準備した出し物を発
表する機会を作ることができ
た。本校の児童・生徒は初歩
的な接客を体験し、地域の仲
間と関わり合い、相互理解を
深めることができた。また、
職員同士の交流も図ることが
できた。 
 
③相談支援係だけでなく、担
任も出前授業を実施し、交流
の目的を相手校と共通理解す
る等、活動内容を充実させな
がら障害理解を促進した。 

ブルーベリーやオリー
ブ栽培に代わる地域素
材を生かした体験学習
の場を開拓する必要が
ある。 
 
今後は、関係する保護
者の参観や地域の団体
を巻き込み、交流の幅
を広げていきたい。 
 
本校高等部と高等学校
の交流学習を再構築で
きると良い。 

【保護者アンケート：満
足、やや満足】地域での
協働的な学習で地域に貢
献できているか。につい
て 80.0％で、1.6 ポイン
トアップ。 
【参加した中学部生徒の
様子】 
他校の児童・生徒を友好
的に迎えたり、一緒に活
動したりできた。また、
職員どうしの交流も深ま
った。 
 
【第 2 回議事録:委員よ
り】 
（支援学校と交流でき
て）とても助かってい
る。相互理解が深まる学
習機会となっている。 

地域での体験学習や
小中学校、高校と交
流を深める機会を設
けるなど、共生社会
の実現に向けた取組
を推進している。 
更なる交流の場を設
けるとともに、イン
クルーシブ教育を意
識した活動等も行っ
てほしい。 
「障害理解の促進」
は、交流相手からの
評価も含め成果や課
題を分析する必要が
ある。 
近隣の小学校等から
は発達障害のある児
童等への支援の要望
が多く、定期的に巡
回できるようなシス
テムを構築してはど
うか。 

それぞれの学部で
「地域」をテーマと
した単元計画を立
て、児童・生徒が地
域貢献できるように
取り組む。 
学校間交流では相手
校とねらいを共通理
解するとともに、相
手校の児童・生徒、
教員からの評価も依
頼する。 
近隣の小中学校、高
校のニーズを把握
し、地域の特別支援
教育のセンターとし
ての役割を果たす。
定期巡回や Web 会議
を活用する等の方法
も検討する。 
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５ 
学校管理 
学校運営 

・安心安全な教育
環境づくりに取り
組む。 
 
 
 
 
 
 
 
 
・開かれた学校と
して、本校の教育
活動等を外部に情
報発信する。 

①事故・不祥事防
止に向けて、全職
員が主体的に課題
意識を持ち、より
安全な学校づくり
に取り組む。 
 
 
 
 
 
 
②組織的な学校運
営と校務の効率化
を図る 

 
 
 
③情報発信の内容
を検討し、児童・
生徒の学習活動や
学校の取組の発信
を進める。 

①事故・不祥事に関
する研修会の進め方
を工夫するなど、人
権意識を高める研修
を実施し、アンケー
ト等により効果を測
定する。 
 
 
 
 
 
②会議の効率化、業
務のスリム化・効率
化を図り、働きやす
い職場環境を構築す
る。 
 
③ＨＰ掲載内容のニ
ーズをふまえ、保護
者や地域の方に必要
な情報が伝わるよう
にする。 

①研修等で職員から
出された意見を吸い
上げ、その後の学校
運営に幅広く生かす
ことができたか。 
 
 
 
 
 
 
 
②会議の進め方や資
料準備、時間の割振
り等の進行管理を意
識した会議運営がで
きたか。 
 
③アンケート等によ
る意見集約を実施
し、見る側に立った
ＨＰの改善に取り組
むことができたか。 

①人権研修ではセクシャルハ
ラスメントのパターンの分類
作業と、配役を決めて行うロ
ールプレイにより、初期対応
の仕方や二次的な被害の防止
について理解を深めた。また
「津久井支援学校のこれから
を考える」職員研修を実施
し、理想の学校づくりに向け
て、職員が意見を出し合い、
風通しの良い職場づくりに努
めた。 
①会議が効率よく系統的に進
行するように月予定における
ローテーションを工夫し、限
られた時間内で終了するよう
に努めた。 
 
③学部や分掌の中に担当者を
設置し掲載の即応性を高め、
タイムリーな情報を提供し
た。また職員のアンケート調
査を実施し、掲載内容の改善
を踏まえ、今後の HP の運営
につなげることができた。更
に、教員の「研修等の様子」
のコーナーを設け、保護者や
地域の方に職員の研修の取り
組みを発信した。 

自分に置き換えて考え
る場面を設定するとと
もに、出された意見は
学校運営に反映させて
いくことが必要であ
る。 
 
 
 
 
 
 
会議資料の簡略化や要
点を絞った伝え方等を
工夫し会議の効率性を
高める必要がある。 
保護者をはじめ学校運
営協議会委員等にもア
ンケートを実施し客観
的に見直す必要があ
る。 

【参加者の感想】保護者
の立場に立って心情等を
考え、発言することがで
きた。グループ討議で、
いろいろな考えや意見が
参考になった。 
 
【保護者・職員アンケー
ト：満足、やや満足】 
保護者 71.4％、職員
61.4％で捉え方に開きがあ
る。具体的な課題に取り組
む必要がある。 
 
 
 
【保護者アンケート:満
足、やや満足】 
91.4％。昨年より 13.4％
アップ。 

職員が働きやすい風
通しの良い職場づく
りに努めている。 
「津久井支援学校の
これからを考える」
職員研修の実施は、
学校の理念に関係す
る重要事項であり、
継続して同様の内容
について議論を深め
てほしい。 
会議の効率化につい
て取り組んだ様子は
うかがえたが、より
具体的な方策を教職
員とともに考え、実
施しながらより良い
方法を見出すことが
望まれる。 

「津久井支援学校の
これからを考える」
職員研修は継続して
取り組み、一人ひと
りが学校経営の視点
を持ち理想や具体的
な方策について話し
合う。 
働きやすい職場づく
りに向け、提案時の
ルールや効果的な伝
え方について、職員
と一緒に考える機会
を設ける。また、そ
の取組を定期的に見
直し、改善を図る。 

 

  


